
注　　　記　

１　この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成している。

２　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　　品　････・・・　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

 の方法）

原材料　････・・・　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）

貯 蔵 品　････・・・　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下

　げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）････・・・定率法（但し、平成１０年４月以降に取得した建物（附属設備を除く）

　については定額法）  

  主な耐用年数は、以下のとおりである。

  建物　１７年～４７年

無形固定資産（リース資産を除く）････・・・定額法

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

　（５年）に基づいている。

リース資産　････　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

　　　　　　　　　　　　とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっている。

（３）引当金の計上基準

賞与引当金　・・・・従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上している。

ポイント引当金・・・・来期以降のポイントの使用に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上している。

役員退職慰労引当金・・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員規定に基づく期末要支給額を計上

　している。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要事項

① リース取引の処理方法
　リースにより使用している固定資産のうち、金額に重要性のないものについては賃貸借処理をしている。
なお、当該リースに係る未経過リース料総額は1,977千円である。

② 消費税等の会計処理

３　貸借対照表に関する注記

　　（１）有形固定資産の減価償却累計額 43,985千円

　　（２）東郷町に対する金銭債権及び金銭債務

　　短期金銭債権 千円
　　短期金銭債務 千円

４　損益計算書に関する注記

　　東郷町との取引高

　　売   　上  　　高　　　　　　　 千円
　　仕　　 入　　  高 千円

５　株主資本等変動計算書に関する注記

　  当事業年度末の発行済株式の数 

　　普　通　株　式 株

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。
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6　税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 千円

689 千円

　役員退職慰労引当金 826 千円

　減価償却超過額 532 千円

500 千円

  その他 千円

　小計 千円

　評価性引当額 千円

　繰延税金資産合計 千円

7　関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等

金額の重要性が高いもののみ、記載している。

価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。
水道光熱費等の預りは、市場の実勢価格等を参考にして、毎年度東郷町において決定している。
取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

8　１株当たり情報に関する注記

(１)  １株当たり純資産額 円 62 銭
(２)  １株当たり当期純利益 円 36 銭

 
9　重要な後発事象に関する注記

該当事項はない。

（注）１．

（注）２．

（注）３．

（注）４．

4,921
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種　類
会社等の

名称

　未払事業税

  未払社会保険料

取 引 金 額
（注）４

科　目

7,673
△ 850
6,823

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
期 末 残 高

（注）４

主要株主 東郷町 直接100％
施設管理の

受託

施設管理の
受託（注）１

209,663千円 売掛金 　　995千円

介護予防業務
（注）１

　　4,376千円 売掛金 　2,550千円

託児業務
（注）１

24,798千円 売掛金

407,770
75,817

　7,561千円

水道光熱費
等の預り
（注）２

115,880千円 預り金 　20,819千円


